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現 状  

１  年少人口の状況 

○ 都の年少（ ０ ～1 4 歳） 人口

は 、 平成 2 8 年度以降で 見る

と 、 令和２ 年の約 1 6 0 万人を

ピ ーク に 減少し て おり 、 将来

推計1では、 2 0 6 5 年（ 令和 4 7

年） に約 1 2 1 万人にな る と 予

測さ れて いま す。  

 

２  小児医療資源の状況 
（ 小児科医師）  

○ 厚生労働省「 医師・ 歯科医

師・ 薬剤師統計」 に よ る と 、

令和２ 年の 都の 小児科医師数

（ 主た る 診療科を 小児科と す

る 医師） は、 2 ,6 0 4 人で す。

こ れは、 平成 2 8 年の同じ 調査

におけ る 2 ,3 3 8 人と 比較し て

2 6 6 人、 約 1 1 ％の増と な っ て

いま す。  

 

○ 令和２ 年の小児科医師 2 ,6 0 4 人のう ち 、 病院に勤務する 医師は 1 ,6 3 9 人、

診療所に勤務する 医師は 9 6 5 人です。 平成 2 8 年の同じ 調査では、 病院に

勤務する 小児科医師は 1 ,4 8 0 人、 診療所に勤務する 小児科医師 8 5 8 人であ

り 、 病院・ 診療所に勤務する 医師と も に増加し て いま す。  

 
1 将来集計：東京都政策企画局「『未来の東京』戦略 version up 2023 附属資料 東京の将
来人口（令和５年１月）」 

１ １  小児医療 

○ 小児患者が、その症状に応じた適切な医療を迅速に受けられるよう、小

児救急医療体制の充実を図ります。 

○ こども救命センターと地域の関係機関との連携を促進するなど、迅速か

つ適切な救命処置から円滑な転退院まで、患者・家族を支援します。 

○ 地域の小児医療を担う人材の育成や、小児等在宅医療の提供体制の整備

により、地域の小児医療体制を確保します。 

○ 子供の健康を守るため、健康に関する相談支援事業や、医療機関情報の

提供・子供の事故防止に関する普及啓発事業を推進します。 

第８次東京都保健医療計画（令和６年３月改定）
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○ 令和２ 年の小児科医師を 年代別で見て みる と 、 3 0 代及び 4 0 代前半の医

師が多く 、 男女比は男性 5 5 ％、 女性 4 5 ％です。 全国では男性 6 4 ％、 女性

3 6 ％であ り 、 全国と 比較する と 都は女性医師の割合が高い状況です。  

 

（ 小児科を 標榜する 病院）  

○  厚 生 労 働 省 「 医 療 施 設

（ 静 態 ・ 動 態 ） 調 査 」 に よ

る と 、 令 和 ４ 年 の 都 の 小 児

科を 標榜する 病院数は 1 7 1

施設で す。 こ れは、 平成 2 8

年の 同じ 調査に おけ る 1 8 6

施設と 比較し て 1 5 施設減少

し て いま す。  

 

 

 

○ 病院に勤務する 小児科医師数は増加し て いる 一方で 、 小児科を 標榜する

病院数は減少し て おり 、 病院の小児科では集約化の傾向が見ら れま す。  

 

（ 小児科を 標榜する 診療所）  

○ 令和２ 年の都の小児科を 主

た る 診療科目と する 診療所は

4 5 9 施設です。 平成 2 9 年の

同じ 調査におけ る 4 6 0 施設と

比較し ほぼ横ばいです。  
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３  小児の死亡率及び死因 
（ 死亡率）  

○ 都の乳児死亡率（ 0 歳） について は、 おおむね全国平均を 下回っ て いま

す。  

 

 

 

○ 都の幼児死亡率（ 1 ～4 歳） について は、 平成 3 0 年以降、 全国平均を 下

回っ て いま す。  

 

 

○ 都の児童死亡率（ 5 ～9 歳） について は、 平成 3 0 年以降、 全国平均を 下

回っ て いま す。  

 

 

○ 都の児童死亡率（ 1 0 ～1 4 歳） について は、 平成 3 0 年以降、 全国平均を

上回っ て いま す。  

 

 

  

【【乳児死亡率（０歳）の推移】 （出生千対）

平成29年 30年 令和元年 ２年 ３年 ４年

東京都 1.6 1.7 1.4 1.4 1.7 1.6

全国 1.9 1.9 1.9 1.8 1.7 1.8

資料：厚生労働省「人口動態統計」

【【幼児死亡率（１〜４歳）の推移】 （人口十万対）

平成29年 30年 令和元年 ２年 ３年 ４年

東京都 17.9 15.5 13.9 12.6 10.8 14.2

全国 17.8 16.8 17.5 12.8 13.8 14.6

資料：厚生労働省「人口動態統計」

　　　東京都保健医療局「人口動態統計」
　　　東京都総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」

【【児童死亡率（５〜９歳）の推移】 （人口十万対）

平成28年 29年 30年 令和元年 ２年 ３年

東京都 8.7 8.0 6.4 7.0 5.6 4.6

全国 7.5 6.8 7.1 7.5 6.1 6.7

資料：厚生労働省「人口動態統計」
　　　東京都保健医療局「人口動態統計」

【【児童死亡率（10〜14歳）の推移】 （人口十万対）

平成28年 29年 30年 令和元年 ２年 ３年

東京都 7.2 7.1 9.1 8.4 9.4 10.4

全国 8.1 8.1 8.7 8 8 8.3

資料：厚生労働省「人口動態統計」
　　　東京都保健医療局「人口動態統計」
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（ 死亡の主な 原因）  

○ 令和３ 年の都の乳児及び幼児死亡の 主な 原因は「 先天奇形、 変形及び染

色体異常」、 児童（ 5 ～9 歳） 死亡の 主な 原因は「 悪性新生物」、 児童（ 1 0

～1 4 歳） 死亡の主な 原因は「 自殺」 と な っ て いま す。  

 

 

 死亡数 

第１ 位 第２ 位 第３ 位 

死因 
死亡数 
( 割合)  

死因 
死亡数 
( 割合)  

死因 
死亡数 
( 割合)  

乳児( 0 歳)  1 6 0  
先天奇形， 変
形及び染色体
異常 

5 8  
( 3 6 .3 )  

周産期に 特異的な 呼
吸障害及び心血管障
害 

2 5  
( 1 5 .6 )  

胎児及び新生児の 出
血性障害及び血液障
害 

7  
( 4 .4 )  

幼児 
( 1 ～4 歳)  

4 5  
先天奇形， 変
形及び染色体
異常 

1 2  
( 2 6 .7 )  

悪性新生物〈 腫瘍〉  
4  

( 8 .9 )  
周産期に 発生し た 病
態 

3  
( 6 .7 )  

児童 
( 5 ～9 歳)  

2 4  
悪性新生物
〈 腫瘍〉  

6  
( 2 5 .0 )  

先天奇形， 変形及び
染色体異常 3  

( 1 2 .5 )  

心疾患( 高血圧性を
除く )  2  

( 8 .3 )  
不慮の 事故 脳血管疾患 

児童 
( 1 0 ～1 4 歳)  

5 3  自殺 
1 3  

( 2 4 .5 )  
悪性新生物〈 腫瘍〉  

1 1  
( 2 0 .8 )  

不慮の 事故 
4  

( 7 .5 )  

資料： 東京都保健医療局「 人口動態統計（ 令和３ 年）」  

 
こ れま での取組  

１  小児救急医療体制の確保  

（ 小児三次救急医療体制）  

こ ど も 救命セ ン タ ーの運営 

○ 小児の重症症例等で、 他の医療機関では救命治療が困難な 小児患者の受

入要請があ っ た 場合に、 患者を 必ず受け 入れ、 小児集中治療室（ Ｐ Ｉ Ｃ Ｕ ）

等での救命治療・ 専門医療体制を 備え た こ ど も 救命セ ン タ ーを ４ 病院指定

し 、 迅速かつ適切に救命処置を 受け ら れる 体制を 確保し て いま す。  

 

○ こ ど も 救命セ ン タ ーを 地域の中核病院と 位置付け 、 地域医療の連携拠点

と し て 医療機関の連携調整等を 行う と と も に、 小児臨床教育の拠点と し て

地域研修会を 開催する な ど 、 小児医療の連携ネ ッ ト ワ ーク を 構築し て いま

す。  

 

○ ま た 、 円滑な 転院・ 退院を 支援する 退院支援コ ーディ ネ ータ ーを 、 こ ど

も 救命セン タ ー全４ 病院に配置し て いま す。  

 

○ こ ど も 救命セン タ ーの受入患者数は、 令和４ 年度は 7 2 4 人と な っ て いま

す。  

  

【 小児の死因の状況（ 令和３ 年）】  
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【 こ ど も 救命セン タ ー受入患者実績】  （ 単位： 人）  

区分 
平成 

29 年度 30 年度 

令和 

元年度 2 年度 3 年度 4 年度 

受入患者数 6 6 0  6 9 3  7 0 7  5 1 2  6 0 5  7 2 4  

 

（ 小児二次救急医療体制）  

○ 二次救急医療体制と し て は、 休日・ 全夜間診療事業（ 小児科） に参画す

る 都内 5 4 病院において 、 緊急入院のた めの病床を 7 9 床確保し て いま す

（ 令和５ 年 1 0 月現在）。  

休日・ 全夜間診療事業（ 小児科） におけ る 取扱患者数は、 令和４ 年度は

約 1 3 万７ 千人と な っ て いま す。  

【 休日・ 全夜間診療事業（ 小児科） 年度別取扱患者実績】  （ 単位： 人）  

区分 
平成 

29 年度 30 年度 

令和 

元年度 2 年度 3 年度 4 年度 

取扱患者数 2 1 9 ,3 2 5  2 0 8 ,9 7 5  1 9 3 ,5 7 8  7 8 ,1 5 1  1 1 6 ,5 1 0  1 3 7 ,3 9 0  

  入院患者数 1 7 ,9 3 0  1 7 ,8 3 8  1 7 ,7 4 2  8 ,6 9 1  1 1 ,7 9 1  1 3 ,1 8 7  

 

（ 小児初期救急医療体制）  

○ 平日夜間に小児科医師が初期救急診療を 行う 「 小児初期救急診療事業」

を 実施する 区市町村は 4 1 区市町村であ り 、 共同実施を 含め 3 4 施設で実施

し て いま す（ 令和５ 年４ 月現在）。  

令和４ 年度におけ る 取扱患者数は約１ 万６ 千人です。  

【 小児初期救急平日夜間診療事業実績】  （ 単位： 実施区市町村数、 人）  

区分 
平成 

29 年度 30 年度 

令和 

元年度 2 年度 3 年度 4 年度 

実施区市町村数 4 0  4 0  4 2  4 1  3 8  4 1  

取扱患者数 3 3 ,2 3 5  3 2 ,7 5 7  2 7 ,8 3 2  8 ,7 1 6  1 3 ,7 1 1  1 5 ,9 2 4  

 

２  小児外傷患者の受入状況 

○ 東京消防庁管内救急搬送数（ ０ ～1 4 歳） のう ち 、 整形外科選定事案（ 選

定科目に「 整形外科」 を 含むも の） の件数は減少傾向にあ り ま すが、 そ の

う ち 選定回数が６ 回以上の事案は、 令和元年以降、 増加し て いま す。  

【 東京消防庁管内救急搬送数（ ０ ～1 4 歳） のう ち 、 整形外科選定事案件数】  

区分 
平成 

29 年 30 年 

令和 

元年 2 年 3 年 4 年 

整形外科選定事案 5 ,7 9 5  5 ,3 8 8  5 ,0 0 0  3 ,9 5 4  4 ,1 1 2  3 ,8 0 4  

 う ち 選定回数 6 回以上 5 3  4 6  6 4  7 6  1 1 8  2 6 9  

  



342

第
１
章

第
６
節

第
７
節

第
８
節

第
９
節

第
1 0
節

第
１
節

第
２
節

第
３
節

第
４
節

第
５
節

第
６
節

 

３  小児医療に関する 普及啓発・ 相談事業の推進  

○ 子供の健康に関する 不安を 解消し 、 救急医療機関にかかる 前の段階での

安心を 確保する た め、 平日夜間及び休日の電話相談「 子供の健康相談室」

（ 小児救急相談♯８ ０ ０ ０ ） を 実施し て いま す。  

 

○ 急な 病気やけ がを し た 際に、 救急車を 呼ぶべ き か、 今すぐ 病院に行く べ

き か迷っ た と き に、 緊急受診の要否や適応する 診療科目、 診察可能な 医療

機関等を 相談者に 2 4 時間電話で ア ド バイ ス を 行う 「 東京消防庁救急相談

セン タ ー」（ ＃７ １ １ ９ ） を 平成 1 9 年６ 月から 運用開始し 、 都民の不安を

解消する と と も に、 救急車の適時・ 適切な 利用を 促進さ せる こ と を 目指し

て いま す。《 再掲》  

 

○ ま た 、 平成 2 4 年には、 自ら 症状の緊急性を 判断でき る 「 東京版救急受

診ガ イ ド 」 を 作成し 、 緊急性のア ド バイ ス が得ら れる サービ ス を 提供し て

いま す。《 再掲》  

 

○ 子供の病気や事故防止に関する 基礎的知識等の情報提供な ど 普及啓発事

業を 行う 区市町村を 支援し て いま す。  

 

４  災害時における 小児救急医療体制の整備 

○ 都は、 震災等の大規模な 災害が発生し た 場合等において 、 小児・ 周産期

に係る 医療救護活動に必要な 情報を 集約一元化し 、 迅速かつ的確に医療救

護活動を 行う こ と がで き る よ う 、 災害医療コ ーディ ネ ータ ーと 連携し な が

ら 、 医療ニ ーズ に応じ た 搬送調整、 人的支援等の調整等を 行う 災害時小児

周産期リ エゾ ン を 任命し て いま す。《 再掲》  

 

○ 災害時等において 円滑に活動がで き る よ う 、 都及び区市町村の合同総合

防災訓練や二次保健医療圏ご と の災害医療図上訓練、 地域災害医療連携会

議等に災害時小児周産期リ エ ゾ ン も 参画し 、 災害医療関係者と の連携強化

を 図っ て いま す。《 再掲》  

 

○ ま た 、 都で は、 安定的な 災害時小児周産期リ エ ゾ ン の確保を 目的と し て 、

国の実施する 災害時小児周産期リ エゾ ン 養成研修に加え て 、 都独自の養成

研修を 実施する と と も に、 災害時小児周産期リ エゾ ン が養成研修で 得た 知

識の定着と ス キ ルア ッ プを 図る た めのフ ォ ロ ーア ッ プ研修等を 行っ て いま

す。《 再掲》  

 

  



343

第
１
章

第
６
節

第
７
節

第
８
節

第
９
節

第
1 0
節

第
１
節

第
２
節

第
３
節

第
４
節

第
５
節

第
６
節

 

５  新型コ ロ ナ発生時の小児医療体制の確保 

○ 新型コ ロ ナ発生時には、 小児患者の 受入れを 円滑に行う た め、 都と 医療

機関と の間で 情報を 共有する シ ス テ ム に入力さ れた 小児患者の重症度別の

受入可能病床数や受入条件を 、 都が行う 入院調整に活用し ま し た 。  

 

○ 休日に新型コ ロ ナの陽性又は疑いが あ る 小児患者に診療等を 行う 外来対

応医療機関を 支援し 、 休日の小児診療体制を 確保し ま し た 。  

 

６  小児医療を 担う 人材の確保 

○ 小児医療に従事する 意思を 有する 医学生に奨学金を 貸与し 、 医師の確保

に取り 組んで いま す。 奨学金を 借り た 人が医師免許取得後、 地域で 中核的

な 役割を 担う 医療機関に一定期間勤務する こ と で、 安定し た 小児医療体制

の確保を 図っ て いま す。  

 

○ 病院勤務医師の離職防止と 定着を 図る た め、 交代制勤務等新た な 勤務形

態の導入や女性医師等の再就業支援研修の実施、 チーム 医療の推進な ど 、

勤務医の就労環境を 改善する 取組を 支援し て いま す。  

 

○ 地域の診療所の開業医等を 対象と し た 小児救急医療に関する 臨床研修を

実施し 、 都内の小児救急医療の人材確保を 図っ て いま す。  

 

７  地域における 小児医療体制の確保 
（ 小児がん対策）  

○ 都内では、 国によ り 指定さ れた ２ か 所の小児がん拠点病院と 都が独自に

認定し た 1 3 か所の東京都小児がん診療病院で東京都小児がん診療連携ネ

ッ ト ワ ーク  を 構成し 、 連携し て 医療を 提供する 体制を 確保し て いま す。

東京都小児がん診療連携ネ ッ ト ワ ーク で は、 ネ ッ ト ワ ーク 参画病院の医療

提供体制を 充実・ 強化する た め、 症例検討会や合同の勉強会等を 開催し て

いま す。《 再掲》  

 

○ 小児・ Ａ Ｙ Ａ 世代のがん患者は、 晩期合併症な ど への対応な ど 、 治療後

も 長期にわた る 検査・ 診断・ 支援等の長期フ ォ ロ ーア ッ プや、 がん治療の

影響によ る 生殖機能低下を 考慮し た 生殖機能の温存に関する 治療前から の

情報提供な ど が必要です。《 再掲》  

 

○ 都は、 生殖機能温存療法の実施体制の充実に向け 、 がん治療及び生殖医

療に係る 専門性の高い知識を 定着さ せる た めの研修会やセ ミ ナー、 市民公

開講座を 開催する 「 東京都がん・ 生殖医療連携ネ ッ ト ワ ーク 」 を 設置し ま

し た 。《 再掲》  
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（ がん教育）  

○ 学校教育について 、 東京都教育委員会では、 公立学校の児童・ 生徒に対

し て 適切にがん教育が行え る よ う 、 文部科学省によ る 教材や教育ガ イ ド ラ

イ ン に基づいて 、 小学校・ 中学校・ 高等学校の発達段階に応じ た リ ーフ レ

ッ ト を 作成・ 配布し 、 各学校で の活用を 促すと と も に、 教員の指導力向上

を 目的と し た 講演会を 実施し て いま す。  

 ま た 、 私立学校に対し て は、 がん教育が適切に実施さ れる よ う 、 国の依

頼に基づき 、 がん教育に関する 資料や教材活用・ 外部講師活用研修会等の

情報を 提供し て いま す。《 再掲》  

 

（ 在宅移行・ 在宅療養生活への支援）  

○ Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ 等に長期入院し て いる 小児等の円滑な 在宅移行や在宅療養生活

を 支援する た め、 在宅移行支援病床の確保や、 定期的な 病状管理及び保護

者のレ ス パイ ト ケ ア のた めの病床確保を 行っ て いま す。  

 

○ ま た 、 在宅移行後の地域におけ る 児の安心・ 安全な 療養生活の実現を 図

る た め、 周産期母子医療セ ン タ ーやそ の他の病院、 診療所、 保健所及び区

市町村等におけ る 医療・ 保健・ 福祉従事者に対し て 研修を 実施し 、 入院児

の円滑な 在宅移行を 担う 人材と 、 移行後に必要な 医療・ 保健・ 福祉サービ

ス を 担う 人材の育成を 図っ て いま す。  

 

○ 医療的ケ ア を 必要と する 小児等の在宅療養患者と そ の家族が、 地域で安

心し て 暮ら し て いけ る よ う 、 地域の実情に応じ た 取組を 行う 区市町村を 支

援する と と も に、 小児等在宅医療を 担う 人材の確保等に取り 組んで いま す。

《 再掲》  

 

（ 重症心身障害児（ 者） 及び医療的ケ ア 児施策の推進）  

○ 医療の高度化な ど に伴い、 地域で 生活する 心身に 重度の障害の あ る 重症

心身障害児（ 者） が増え て いま す。 高い 医療ニ ーズ に応え ら れる よ う 、 在

宅及び地域の施設におけ る 専門的支援の 充実を 図る こ と が 重要で あ り 、 訪

問看護、 日中活動の場、 シ ョ ート ス テ イ な ど のサ ービ ス の 充実、 相談支援

体制の整備、 地域医療の確保な ど が求めら れて いま す。《 再掲》  

 

○ ま た 、 重症心身障害児の定義には当て はま ら な い 、 医療的ケ ア 児が増え

て いま す。 平成 2 8 年６ 月の児童福祉法改正によ り 、 医療的ケ ア 児が適切

な 支援を 受け ら れる よ う 、 自治体におい て 保健・ 医療・ 福祉等の連携促進

に努める も のと さ れま し た 。《 再掲》  
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○ 令和３ 年６ 月に成立し た 「 医療的ケ ア 児及びそ の家族に対する 支援に関

する 法律」 を 踏ま え 、 東京都で は令和４ 年９ 月に医療的ケ ア 児支援セ ン タ

ーを 設置し ま し た 。 引き 続き 、 医療的ケ ア 児等に対する 総合的な 支援体制

を 構築する 必要があ り ま す。《 再掲》  

 

（ 小児精神科医療）  

○ 都立小児総合医療セ ン タ ーを 拠点と し て 、「 こ こ ろ 」 と 「 か ら だ 」 を 密

接に関連付け た 総合的な 医療を 提供し て いま す。《 再掲》  

 

○ 発達障害児を 地域で診ら れる 体制づく り と し て 、 講演や連絡会等を 実施

し 医師・ 医療関係者と の連携強化を 行っ て いま す。《 再掲》  

 

○ 都内医療機関への医学的支援や福祉保健関係機関への相談対応、 関係者

への研修、 都民向け シ ン ポ ジ ウ ム やホ ーム ページ によ る 情報提供な ど の普

及啓発を 実施し て いま す。《 再掲》  

 

（ 発達障害児（ 者） への支援）  

○ 都の支援拠点であ る 東京都発達障害者支援セ ン タ ーによ る 専門相談や就

労支援な ど を 実施する と と も に、 地域におけ る 総合的な 支援体制の整備を

推進し て いま す。  

 東京都発達障害者支援セ ン タ ーでは、 令和５ 年１ 月から はこ ど も 部門と

おと な 部門の２ か所で事業を 行っ て いま す。《 再掲》  

 

○ 区市町村が行う 発達障害児の早期発見や成人期支援の体制構築を 促進す

る と と も に、 区市町村や医療機関向け に研修を 実施し 、 支援機関に従事す

る 専門的人材の育成を 行っ て いま す。《 再掲》  

 

○ 発達障害を 専門的に扱う 医療機関を 中心と し た ネ ッ ト ワ ーク を 構築し 、

地域の医療機関に対し て 研修等を 実施し て いま す。《 再掲》  

 

８  児童虐待の未然防止と 早期発見・ 早期対応 

○ 令和４ 年度に都内の児童相談所が相談を 受け 対応し た 児童虐待対応件数

は、 2 7 ,7 9 8 件で、 平成 2 4 年度の 4 ,7 7 8 件に比べ、 約 5 .8 倍に増加し て い

ま す。  

 ま た 、 子供家庭支援セ ン タ ーにおけ る 令和４ 年度の児童虐待対応件数は、

2 5 ,8 5 8 件で、 平成 2 4 年度の 7 ,5 7 3 件に比べ、 約 3 .4 倍に増加し て いま

す。《 再掲》  

 

○ 令和４ 年度の医療機関から の虐待通告件数は 3 6 8 件で、 平成 2 4 年度の

2 3 0 件に比べ、 1 .6 倍に増加し て いま す。《 再掲》    
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課題と 取組の方向性  

＜＜課課題題１１＞＞小小児児救救急急医医療療体体制制のの充充実実  

（ 小児三次救急医療体制）  

○ こ ど も 救命セ ン タ ーの受入患者数は 増加傾向にあ り 、 搬送元であ る 二次

救急医療機関や救命救急セ ン タ ーと の連携、 ま た 、 転退院後支援の際の受

入先や地域の医療・ 保健・ 福祉機関等と の更な る 連携が求めら れま す。  

 

○ こ ど も 救命セ ン タ ーでは重篤な 救急患者を 必ず受け 入れ、 救命治療を 行

っ て いま すが、 受け 入れた 患者が一般病床に移行し た 後も 留ま る 事例が増

加する と 、 こ ど も 救命セ ン タ ーの病床の確保も 困難な 状況と な る た め、 引

き 続き 、 円滑な 転退院に向け た 取組が必要です。  

 

（ 小児二次救急医療体制）  

○ 地域ご と に医療資源等の状況が異な る こ と から 、 都の小児二次救急医療

体制を 確保する た めに、 各地域の実情に応じ た 救急医療体制の構築が必要

です。  

 

（ 小児初期救急医療体制）  

○ 平日の夜間に診療を 行う 小児初期救急診療事業について は、 医師の確保

が困難な こ と から 、 初期救急医療体制の確保・ 維持が困難な 地域があ り ま

す。  
 

（（取取組組１１））小小児児救救急急医医療療体体制制のの充充実実  

《 小児三次救急医療体制》  

○ こ ど も 救命セン タ ーの役割の一つであ る 「 地域ブロ ッ ク 会議の運営」 に

よ る 連携ネ ッ ト ワ ーク や、 こ ど も 救命セ ン タ ーの医師や退院支援コ ーディ

ネ ータ ー等で構成さ れる こ ど も 救命セン タ ー連絡会等を 活用し 、 地域の医

療機関と の連携及び情報共有等の一層の推進を 図り 、 こ ど も 救命セン タ ー

を 中心と し た 三次救急医療体制の強化を 目指し ま す。  

 

○ こ ど も 救命セン タ ーにおいて 患者を 必ず受け 入れる た めに必要な 空床を

確保する た め、 退院支援コ ーディ ネ ータ ーに よ る 、 一般病床に移行し た 患

者の円滑な 転退院を 支援する と と も に、 在宅移行支援病床やレ ス パイ ト 病

床の活用によ り 、 在宅移行支援の充実を 図り ま す。  

 

《 小児二次救急医療体制》  

○ 地域ご と に設置し て いる 小児救急医療地域連携会議を 活用し 、 地域の連

携体制や小児救急医療に係る 検討体制を 強化する こ と によ り 、 地域の実情

に応じ た 小児二次救急医療体制を 構築し 、 円滑な 患者受入を 促進し ま す。  
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《 小児初期救急医療体制》  

○ 小児初期救急医療体制を 都全域で確保でき る よ う 、 区市町村を 支援し 、

小児初期救急医療体制の拡充を 図り ま す。  

 

＜＜課課題題２２＞＞小小児児外外傷傷患患者者のの受受入入促促進進  

○ 小児科が行う 小児救急医療では外傷系の患者の受入れが難し いと さ れる

一方、 外科系診療科が行う 救急医療で は小児患者の受入れが難し いと さ れ

て おり 、 小児外傷患者の受入れに時間が かかる ケ ース が多く な っ て いま す。  
 

 
 

＜＜課課題題３３＞＞小小児児医医療療にに関関すするる普普及及啓啓発発・・相相談談事事業業のの推推進進  

○ 不要不急の受診を 抑制する た めには 、 子供の病気やけ がへの対応につい

て 相談でき る 体制の確保及び普及啓発が必要です。  
 

 
 

   

（（取取組組２２））小小児児外外傷傷患患者者のの受受入入促促進進  

○ 小児外傷患者への 対応に つい て 、 小児救急医療地域連携会議を 活用

し 、 地域の 状況を 把握の 上、 小児救急と 外科系診療科と の 連携を 促進す

る こ と によ り 、 患者を 円滑に受け 入れる 体制を 確保し ま す。  

 

○ 東京都小児医療協議会に おい て 、 小児外傷患者を 円滑に 受け ら れる 体

制を 検討し ま す。  

（（取取組組３３））小小児児医医療療にに関関すするる普普及及啓啓発発・・相相談談事事業業のの推推進進  

○ 急な 子供の 病気への 対処な ど 子供の 健康・ 救急に関し 、 電話で 相談で

き る 「 子供の健康相談室」（ 小児救急相談♯８ ０ ０ ０ ） や、 緊急受診の要

否等に つい て ア ド バイ ス を 行う 東京消防庁救急相談セ ン タ ー（ ＃７ １ １

９ （ 電話）） 及び東京版救急受診ガ イ ド （ ＷＥ Ｂ ・ 冊子） の利用促進を 図

り 、 子供の急な 病気やけ が等に関する 相談体制を 確保し ま す。  

 

○ 引き 続き 、 住民に 対し て 、 子供の 病気や事故防止に 関する 基礎知識等

の普及啓発事業を 行う 区市町村を 支援し ま す。  

 

○ 医療に 関する 制度や基本的知識に つい て 説明する 「 知っ て 安心 暮ら

し の 中の 医療情報ナビ 」 の 作成・ 配布や、 子供の 病気の 基礎知識や事故

防止に 関する 情報を 提供する 「 東京都こ ど も 医療ガ イ ド 」 及び「 医療情

報ネ ッ ト （ 全国統一的な 情報提供シ ス テ ム ）」 を 通じ 、 都民へ適切な 情報

を 提供し ま す。  
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＜＜課課題題４４＞＞災災害害時時ににおおけけるる小小児児救救急急医医療療体体制制のの強強化化  

○ 災害時小児周産期リ エゾ ン が、 災害時等において 円滑に活動ができ る よ

う 、 対応力の強化を 図る こ と が必要です。《 再掲》  
 

（（取取組組４４））災災害害時時ににおおけけるる小小児児救救急急医医療療体体制制のの推推進進  

○ 災害時小児周産期リ エゾ ン を 安定的に確保でき る よ う 、 引き 続き 養成研

修を 実施する と と も に 、 研修で 得た 知識の 定着と ス キ ルア ッ プ を 図る た

め、 養成後のフ ォ ロ ーア ッ プの機会を 確保し て いき ま す。《 再掲》  

 

○ 都及び区市町村の合同総合防災訓練、 二次保健医療圏ご と の災害医療図

上訓練や地域災害医療連携会議等への参画に よ り 、 効果的な 連携の仕組み

を 継続的に検証し て いく と と も に、 災害医療コ ーディ ネ ータ ーな ど 災害医

療関係者と の連携強化を 図っ て いき ま す。《 再掲》  

 

＜＜課課題題５５＞＞新新興興感感染染症症発発生生時時のの対対応応  

○ 新興感染症が発生し た 際、 感染症に り 患し た 小児患者を 迅速・ 確実に受

け 入れる 体制を 確保する こ と が必要です。  
 

（（取取組組５５））新新興興感感染染症症発発生生時時ににおおけけるる小小児児医医療療体体制制のの確確保保  

○ 新型コ ロ ナ対応から 得ら れた 教訓を 踏ま え 、 東京都小児救急医療地域連

携会議において 、 感染症にり 患し た 小児の受入れについて 地域内での役割

分担及び情報共有の仕組み等について あ ら か じ め協議し 、 新た な 感染症の

発生に備え ま す。  

 

＜＜課課題題６６＞＞小小児児医医療療をを担担うう医医師師等等のの確確保保  

○ 令和６ 年４ 月から 医師に対する 時間外・ 休日労働の上限規制が適用さ れ、

勤務医の健康を 確保する た めのルール（ 面接指導、 連続勤務時間制限、 勤

務間イ ン タ ーバルの確保な ど ） が導入さ れま す。 小児医療を 担う 医師の働

き 方改革を 進めつつ、 地域において 必要な 小児医療体制を 維持・ 確保する

こ と が必要です。  
 

（（取取組組６６））小小児児医医療療をを担担うう人人材材のの確確保保  

○ 小児初期救急医療体制の確保のた め、 引き 続き 、 地域の診療所の医師を

対象と し た 臨床研修を 実施する と と も に、 小児救急医療全体の質の向上を

図る た め、 救急医等に対する 専門研修を 実施し て いき ま す。  

 

○ 東京都地域医療医師奨学金を 貸与する こ と によ り 、 小児科等都内の医師

確保が必要な 診療科等の医師を 確保し て いき ま す。  
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○ 離職し た 女性医師等への復職支援を 含め、 医師の勤務環境を 改善する た

めに医療機関が行う 取組を 支援し ま す。  

 

○ こ ど も 救命セン タ ー等、 地域の中核と な る 医療機関に負担を 集中さ せな

いよ う 、 医療機能に応じ た 役割分担と 連携を 促進し ま す。  

 

＜＜課課題題７７＞＞地地域域ににおおけけるる小小児児医医療療体体制制のの確確保保  

（ 小児がん医療）  

○ 小児が ん に つい て は、「 が ん 」 と 診断さ れる ま で に 時間を 要し て い る 状

況があ る た め、 引き 続き 、 医療提供体制の強化が必要です。《 再掲》  

 

○ ど の医療機関で長期フ ォ ロ ーア ッ プ を 受け る こ と ができ る のか、 小児・

Ａ Ｙ Ａ 世代のがん患者にと っ て 分かり づら いと いう 指摘があ る た め、 長期

フ ォ ロ ーア ッ プの提供体制の検討や長期フ ォ ロ ーア ッ プを 受け る こ と がで

き る 医療機関の情報提供が必要です。《 再掲》  

 

○ 生殖機能温存治療の対象と な る がん 患者が、 生殖医療の選択肢を 知り 、

適切な 意思決定を でき る 体制を 整備する た め、 生殖医療に関する 情報提供

と 、 適切な 意思決定の支援が必要です。《 再掲》  

 

（ 学校における がん教育の推進）  

○ 外部講師の 活用等に よ り 、 学校に おけ る が ん 教育を 推進し ま す。《 再

掲》  

 

（ 重症心身障害児（ 者） 施策）  

○ 高度な 医療的ケ ア を 必要と する 重症心身障害児（ 者） の増加や、 家族の

高齢化等によ り 、 在宅での療育が難し く な る 例が増え つつあ り ま す。 今後、

在宅で 生活する 重症心身障害児（ 者） の 施設入所のニ ーズ にも 留意し つつ、

在宅療育支援や通所施設等の地域生活基盤の整備を 一層進め、 身近な 地域

での生活を 支援し て いく 必要があ り ま す 。《 再掲》  

 

（ 医療的ケア 児施策）  

○ 医療的ケ ア 児が適切な 支援を 受け ら れる よ う 、 関係機関の連携強化や、

在宅生活を 支え る サ ービ ス の 充実に 積極的に 取り 組む必要が あ り ま す。

《 再掲》  

 

（ 小児精神科医療）  

○ 医療機関を はじ めと する 関係機関が 、 心に問題を 抱え る 子供や発達障害

児等に適切な 対応を 行え る よ う 、 そ の特性に関する 正し い理解の促進が必

要です。《 再掲》  
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○ 心に問題を 抱え る 子供に対し て 、 都立小児総合医療セ ン タ ーにおけ る 総

合的な 高度専門医療を 提供する と と も に、 地域の関係機関が連携し て 支え

て いく 体制の整備が必要です。《 再掲》  

 

（ 発達障害児（ 者） への支援）  

○ 発達障害児は、 早期発見・ 早期支援を 行っ て いく こ と が重要であ り 、 こ

れま で の取組を 更に進める た め、 保育・ 教育・ 福祉等関係機関の更な る 連

携体制の充実が必要です。《 再掲》  

 

（ 自殺対策の推進）  

○ 都におけ る 児童・ 生徒・ 学生の自殺者数は、 近年増加傾向にあ る こ と か

ら 、「 若年層の自殺防止」 に重点的に取り 組むこ と が必要です。  

 

（ 予防のた めの子供の死亡検証（ Ｃ Ｄ Ｒ ））  

○ 子供の安全を 確保する た め、 子育て 家庭におけ る 不慮の事故等を 防ぐ た

めの取組が必要です。《 再掲》  
 

（（取取組組７７））地地域域ににおおけけるる小小児児医医療療体体制制のの確確保保  

《 小児がん医療》  

○ 引き 続き 、 東京都小児・ Ａ Ｙ Ａ 世代がん診療連携協議会において 症例検

討会や合同の勉強会等を 開催し て いき ま す。《 再掲》  

 

○ 東京都小児・ Ａ Ｙ Ａ 世代がん診療連携協議会と 東京都がん診療連携協議会

は、 相互に連携し 、 各医療機関における 取組事例の共有も 図り ながら 、 引き

続き 、 長期フ ォ ロ ーア ッ プの提供体制の検討を 進めていき ま す。 都は、 各医

療機関における 長期フ ォ ロ ーア ッ プの対応可否を 把握し 、 対応可能な医療機

関について東京都がんポータ ルサイ ト を 通じ て情報発信を 行いま す。《 再掲》  

 

○ 都は、 東京都がん・ 生殖医療連携ネ ッ ト ワ ーク によ る 取組を 通し 、 妊孕

性温存に係る 適切な 情報提供や意思決定支援のた め人材育成等を 推進し て

いき ま す。《 再掲》  

 

《 学校におけ る がん教育の推進》  

○ 公立学校の児童・ 生徒を 対象に、 そ れぞれの発達段階に応じ た リ ーフ レ

ッ ト 作成・ 配布する と と も に、 医師やがん経験者な ど の外部講師の活用等

によ り 、 効果的な がん教育を 実施し ま す。《 再掲》  

 

○ 公立学校の教員を 対象と し た 講演会の実施等によ り 、 がん教育におけ る

指導力の向上を 推進し ま す。《 再掲》  
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○ 私立学校に対し て は、 がん教育が適切に実施さ れる よ う 、 引き 続き 国の

依頼に基づき 、 がん教育に関する 資料や教材活用・ 外部講師活用研修会等

の情報を 提供し ま す。《 再掲》  

 

《 重症心身障害児（ 者） 支援》  

○ 重症心身障害児（ 者） が身近な 地域で安心し て 生活を 続け ら れる よ う 、

看護師によ る 家庭訪問な ど 、 在宅療育の支援を 促進する と と も に、 日中活

動の 場やシ ョ ート ス テ イ な ど の 地域の サ ービ ス 基盤の 充実を 図り ま す。

《 再掲》  

 

《 医療的ケ ア 児への支援》  

○ 医療的ケ ア 児の支援に係る 協議会において 、 関係機関相互の連絡調整及

び意見交換を 行い、 一層の連携を 図り ま す。《 再掲》  

 

○ 地域で支援に関わる 関係機関職員に対し 、 医療的ケ ア 児について の基本

的な 理解を 促す研修を 実施する こ と によ り 、 在宅で生活する 医療的ケ ア 児

に対する 支援体制を 整備し ま す。《 再掲》  

 

○ 看護師が在宅の医療的ケ ア 児の家庭を 訪問し 、 早期療育支援やレ ス パイ

ト 支援を 行う こ と によ り 、 在宅支援の充実を 図り ま す。《 再掲》  

 

○ 医療的ケ ア 児支援セ ン タ ーに おい て 相談支援や情報提供を 行う と と も

に、 支援に関わる 人材を 養成し ま す。《 再掲》  

 

《 小児精神科医療》  

○ 引き 続き 、 都立小児総合医療セン タ ーを 拠点と し 、 総合的な高度医療を 提

供する と と も に、 地域の関係機関が子供の心の診察や日常生活の中で、 疾病

や障害特性に応じ た適切な対応が行え る よ う 、 医療機関や児童福祉施設、 保

育・ 教育関係者等を 対象と し た各種研修等や普及啓発を 実施し ま す。《 再掲》  

  

《 小児等在宅医療》  

○ 医療的ケ ア を 必要と する 小児等の在宅療養患者と そ の家族が、 地域で安

心し て 暮ら し て いけ る よ う 、 地域の実情に応じ た 取組を 行う 区市町村を 支

援する と と も に、 小児等在宅医療を 担う 人材の確保等に引き 続き 取り 組ん

でいき ま す。《 再掲》  

 

《 発達障害児（ 者） への支援》  

○ 区市町村を はじ めと し た支援機関や医療機関の従事者に対する 研修を 引き

続き 実施する と と も に、 関係機関の更なる 連携体制の充実を 図り ま す。《 再

掲》  
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○ 東京都発達障害者支援セン タ ーによ る 専門相談や就労支援、 関係機関へ

の啓発等を 引き 続き 実施する と と も に、 地域におけ る 家族への支援体制を

整備し ま す。《 再掲》  

 

《 児童・ 生徒・ 学生を はじ めと する 若年層の自殺防止》  

○ 学校の各段階、 学校や社会と のつな がり の有無等、 支援を 必要と する 若

年層が置かれて いる 状況は異な っ て おり 、 自殺に追い込ま れる 事情も 様々

であ る こ と から 、 そ れぞれが置かれて いる 状況に沿っ た 施策を 実施し て い

き ま す。《 再掲》  

 

《 予防のた めの子供の死亡検証（ Ｃ Ｄ Ｒ ）》  

○ 子供の死亡事例について 、 福祉、 保健、 医療、 教育等の関係機関と 連携

し な が ら 、 子供の 死に 至る 情報を 収集し 、 予防可能な 要因に つい て 検証

し 、 効果的な 予防対策を 提言する こ と で、 将来の子供の死亡減少につな げ

ま す。《 再掲》  

  

＜＜課課題題８８＞＞児児童童虐虐待待のの未未然然防防止止とと早早期期発発見見・・早早期期対対応応  

○ 要支援家庭を 早期に発見し 、 支援につな げる な ど 、 児童虐待の未然防止、

早期発見・ 早期対応を 行う 必要があ り ま す。《 再掲》  

 

○ 児童虐待の対応に 当た っ て は、 保健・ 医療分野を 含む地域の関係機関の

連携強化が必要です。《 再掲》  
 

  

（（取取組組８８））児児童童虐虐待待のの未未然然防防止止とと早早期期発発見見・・早早期期対対応応  

○ 要保護児童対策地域協議会に おい て 、 保健・ 医療分野の 関係機関が持

つ専門的知見な ど を 活用し 、 要保護児童の 早期発見や適切な 保護に 努め

て いき ま す。《 再掲》  

 

○ 病院内に おけ る 虐待対策委員会の 充実を 図る た め、 医療機関従事者向

け の研修を 実施し ま す。《 再掲》  

 

○ 虐待対応等に つい て 、 医療機関や保健機関と の 連携を 強化する た め、

児童相談所に 医療連携専門員（ 保健師） を 配置し 、 保健や医療面に 関す

る 相談や指導を 行いま す。《 再掲》  

 

○ 児童福祉法の 改正に 伴い 、 児童相談部門と 母子保健部門が 一体と な り

妊娠期か ら 包括的な 相談支援等を 行う 「 こ ど も 家庭セ ン タ ー」 を 創設す

る 区市町村を 支援する た め 、 予防的支援推進と う き ょ う モ デル事業及び

と う き ょ う 子育て 応援パート ナー事業を 実施し 、 虐待の 未然防止に 取り

組む区市町村の体制強化を 図り ま す。《 再掲》  
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事業推進区域  

○ 小児三次救急： 都内４ ブロ ッ ク  

○ 小児二次救急： 二次保健医療圏（ 島し ょ を 除く 1 2 医療圏）  

○ 小児初期救急： 区市町村 

 

評価指標 
  

取組 指標名 現状 目標値 

取組１  

取組３  

小児救急搬送症例のう ち 受け

入れ困難事例の件数（ 医療機

関に受入れの照会を 行っ た 回

数４ 回以上）  

1 ,7 8 9 件 

（ 令和３ 年）  
減ら す 

取組１  

乳児死亡率（ 出生千対）  
1 .6  

（ 令和４ 年）  
下げる  

幼児死亡率 

（ １ ～４ 歳人口十万対）  

1 4 .2  

（ 令和４ 年）  
下げる  

児童死亡率 

（ ５ ～９ 歳人口十万対）  

4 .6  

（ 令和３ 年）  
下げる  

児童死亡率 

（ 1 0 ～1 4 歳人口十万対）  

1 0 .4  

（ 令和３ 年）  
下げる  

取組２  

東京消防庁管内救急搬送数

（ ０ ～1 4 歳） のう ち 、 整形

外科選定事案で選定回数６ 回

以上の件数 

2 6 9 件 

（ 令和４ 年）  
減ら す 
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こども救命センターの運営  
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